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開始年度 Ｈ９ 終了年度 未定

施策コード

2060103

2060104

2060105

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５予算 金額（千円）

1,471 686 1,542 3,447 1,225

0 243 668 305

4,108 4,145 10,952 12

5,579 5,074 13,162 金額（千円）

5,579 5,074 13,162

101 91 235

0.50人 0.50人 1.33人

Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５

目標値 84 80 81 80

実績値 56 58 60

達成率 66.7% 72.5% 74.1%

目標値

実績値

達成率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

目標値

実績値

達成率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

白井　俊
平成15年8月14日

平成１４年度実施事業　　詳細評価シート

Ｈ１４主な特定財源の内訳

１　事業のアウトライン

３）個別計画での位
置付け

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第５条第２項及び石狩市地域防災計画（平成９年）

課内№
総務部ＩＳＯ・防災担当担当部課

工藤　正美 吉田　宏和

１）
　事  　　業　　  名

自主防災活動の推進事業
最近の事業内容見直し年度

１）事業の目的
→何のために

町内会による自主防災組織の設立を推進し、災害時に自主防災活動ができるように訓練回数を増やす。

２）目指す成果
→何をどんな状態
にする（何がどんな
状態になる）ように

２　事業の内容

①町内会による自主防災組織の設立を進める。
②訓練を年１回以上実施し、多くの市民が訓練に参加する。

７）評価中間公表へ
の市民意見

Ｈ１４事業費の主な内訳
３　事業に投入した行政資源

４　事業活動の結果

訓練経費（消耗品）

防災資機材、保管庫（備品費）

２）その他の間接経費　（千円）

２）
総合開発計画での
事業体系

大　項　目　／　小　項　目　／　細　項　目
消防、防災の充実／消防・防災体制の整備／自主防災組織の育成

消防、防災の充実／消防・防災体制の整備／防火・防災訓練の充実

消防、防災の充実／消防・防災体制の整備／防火・防災意識の高揚

備品等整備（役務費）

３）事業の方法
→どんな手段を講
じるのか

①町内会への自主防災組織設立の依頼
②自主防災組織の防災訓練（消火器の取扱い訓練、出血・骨折の手当て・心肺蘇生の救急応急処置訓練、防災資機
材取扱い訓練、防災運動会による防災資機材を使用した競技・防災クイズ、発災対応型訓練、防災講習会）の実施
③防災資機材の貸与
④防災資機材の保管場所のない組織に保管庫の貸与

４）１４年度に改善し
た事項、重点的に
取り組んだ事項

①自主防災組織訓練の推進　　３2組織で訓練を実施
②避難所運営訓練の実施　　　 ４避難所で実施

なし

５）事業の背景・社
会状況・他の類似
事業など

平成７年に発生した阪神淡路大震災は、災害に対する日頃の備えについて大きな教訓を残した。地震災害は各地で
起こっており、北海道は石狩湾を震源とする石狩地震が発生するだろうという想定結果を出している。また、洪水なども
各地で多発している。これらのことから、自主防災訓練の重要性は高い。

６）事業の立案や実施
などへの市民参加

各町内会長に対し自主防災組織の設立を依頼するとともに訓練の実施については、年度当初に訓練実施計画書の
提出を求めている。　また、訓練の実施は市民が参加しなければできない。

各指標の説明・算定方法

総事業費（１～３の合計；千円）

総事業費中の一般財源（千円）

項　　　　　目

事業活動の結果を示す指標

１）直　接　事　業　費　（千円）

事務に従事した正職員のべ人数

市民一人当たり一般財源使用額（円）

３）従事正職員の人件費　（千円）

目標値は石狩市の町内会数。
自主防災組織の設立
町内会数（町内会）



事業名：
Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ 確認方法

目標値 46 48 50 52

実績値 18 28 32 目標レベル

達成率 39.1% 58.3% 64.0% ★★

最終目標 年度に

目標値 46 48 50 52

実績値 46 47 49 目標レベル

達成率 100.0% 97.9% 98.0% ★★★

最終目標 年度に

目標値

実績値 目標レベル

達成率 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

最終目標 年度に

【課長評価】

【課長評価】

【課長評価】

【課長評価】

【課長評価】 （前年度）

現状維持 一部見直し 大幅見直し

拡大方向 ＊ ●
現状維持
縮小方向
統　　　合
休・廃止

＊；担当課長

９　平成１６年度の方向性
事業内容

自主防災組織の設立率を上げるためには各町内会への働きかけを強めるとともに、訓練にあっては年度当初に各組
織から年間訓練計画を提出してもらい訓練実施の啓発を進めることが必要である。

７　平成１４年度事業の総合評価

【評点の意味】
A：極めて良好
Ｂ：良好
Ｃ：可も不可もない
Ｄ：問題がある
Ｅ：大きな問題がある

大規模災害に備え、今後残る町内会に対して組織の設立を働きか
け、訓練支援を進める。また、各組織が実施する訓練は、各組織の
リーダーを含め３０～４０人程度の参加であるが、今後はより多くの市
民が参加できるように訓練の工夫が必要である。

上に
つい
ての
説明

課長評価を了承する。

●；最終評価

課長評価を了承する。

担当課長
評価

最終評価 すべての町内会の設立を目指し、訓練の普
及を進める。

事業
規模

自主防災
組織設立
届け

目標値は自主防災組織数、実績値は防災資
機材を貸与した自主防災組織数。

防災資機
材貸与表

自主防災訓練を実施
した自主防災組織数
（団体）

防災資機材を貸与し
た自主防災組織数
（団体）

２）有効性・必要性　

６　事業の観点別評価
１）事業活動の状況

【評価ポイント】
活動結果や活動効率、
事業改善等の効果はど
うだったか

■概ね良好 □一部問題あり□極めて良好 □大きな問題あり

□ともに疑問あり

市内町内会に対して自主防災組織設立の働きかけをしてきたところ、８１町内会の内６０町内会で設立がなされた。
世帯数からみた設立率は８２％である。（５０組織）

【評価ポイント】
その事業は事業目的の
達成に効果があるか、ま
た、市民（対象者）に必要
とされているか

３）市関与の妥当性　

【評価ポイント】
その事業に市が関与す
る必要があるか、市がど
こまで関与するのが適当
か

□極めて妥当

各自主防災組織では訓練を実施しており、５０組織中３２組織で訓練を実施し、延べでは４１回の訓練を実施している。

□妥当性が低い■一定の妥当性あり

４）事業内容の妥当性

【評価ポイント】
目指す成果を挙げるた
めには今の事業内容が
適当か、受益と負担の関
係に不公平はないか

８　今後の方向性・課題

本来、自主防災組織は市民自らが設立し、訓練を実施するものであるが、防災意識が浸透するまで設立・訓練支援等
の市の関与は不可欠なものと考える。

□妥当性に疑問あり □妥当性が低い

【最終評価】Ｂ Ｂ

大規模災害が発生した場合は、隣近所で互いに助け合う
ことが重要であることから、組織を設立し訓練を実施するこ
とは必要であると判断する。

□極めて妥当 ■一定の妥当性あり

□有効性に疑問あり

□妥当性に疑問あり

■有効かつ必要 □必要性に疑問あり

目標値はすべての自主防災組織が１回の訓練
を行う回数とし、実績値は実際の訓練及び講
習会を実施した回数とした。

各指標の説明・算定方法
５　事業の成果 自主防災活動の推進事業

事業の成果を示す指標


